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図：「設備共用ガイ
ドライン」より引用

研究設備の規模・分類

中規模研究設備とは何か？

中規模研究設備とは何か？

一人の研究者、一つの組織だけでは、購入・維持・運
用が困難な規模の設備（数億～１００億円程度）



一人の研究者、一つの組織だけでは、購入・維持・運用が困難な規模の
中規模研究設備（数億～１００億円程度）について、以下のような特徴
がある。

３つの役割をもつ中規模研究設備：

（Ａ）最先端研究の推進、（Ｂ）新規技術・設備の開発、（Ｃ）基盤
的設備の提供、に分けられ、それぞれ役割ごとにあるべき姿は異なる。

Ａ 最先端研究の推進： 「トレンドを捉える」
世界の研究動向・トレンドの調査を基盤とし、今後数年の間に戦略
的に必要となる最先端研究設備をいち早く導入する

Ｂ 新規技術・設備の開発： 「トレンドを作る」
世界の研究動向・トレンドを作り出すため、産官学の連携等により
新たな技術に基づく設備を開発する

Ｃ 基盤的設備の提供： 「トレンドを支える」
学術研究基盤を支える研究設備であり、（Ａ）や（Ｂ）を進め支え
る上で、土台となる

中規模研究設備の特徴
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• 国家戦略に基づく中長期的な中規模研究設備の整備・開発（更新
を含む）が必要

• 世界的な研究トレンドをとらえた中規模研究設備の整備は、国際
競争力の強化に必要不可欠

• 研究動向に敏感なアジャイルで柔軟なマネジメント体制が重要

• 設備を整備するだけではなく、技術人材・研究開発マネジメント人
材の育成や、技術の継承が必要

• アカデミアだけでなく、企業やベンチャー・スタートアップ等含むマ
ルチ・セクターによる研究開発力の強化が必要

• 学内外設備共用や共同利用・共同研究による展開が重要
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中規模研究設備に関する課題は複合的

これらが複合的に、日本の研究力強化を
すすめる上で課題となっている



現行の予算のスキーム

中規模研究設備整備に関する予算の枠組の課題

Ａ大学
設備マスタープラン

要求 要求

Ｂ大学
設備マスタープラン

・法人単位での予算要求スキーム
・大学ごとの戦略に基づいた設備要求
・初期の設備整備の要求のみ

中規模研究設備の特徴に即した新た
な予算スキームの検討

①法人の枠を越えた予算要求スキームの
拡大
研究トレンドの反映、
基盤的研究設備の整
備等、組織の枠を越
えた戦略的視点を要
求できる仕組み

②研究動向の反映、学術研究を牽引する
戦略的中規模研究設備整備枠の新設

研究のトレンドを
捉え、さらに学術
研究を牽引するた
めに戦略的に設備
を整備する仕組み
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研究トレンド
を捉える

研究トレンド
を作る

将来の人材育成
をすすめる



設備整備に関する予算の枠組の課題
科学技術・学術審議会 学術分科会 研究環境基盤部会（第113回） ２０２３年５月３１日

佐々木先生、森井先生ご発表資料より抜粋参考

設備マスタープラ
ンとは別枠で、複
数機関が連携して
提案する中規模研
究設備等整備計画

の制度案
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【提案骨子】中規模研究設備の特徴に基づく新たな戦略
“ニーズと戦略性”の両輪による基盤整備
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最先端の研究動向を敏感にとらえ、中規模研究
設備をマルチセクターで開発し、全国の研究者
に広く提供するためには、研究現場のニーズを
とらえた中規模研究設備をすすめるとともに、
組織の枠をこえた連携のもと、将来を見据え、
中規模研究設備を戦略的に整備・開発し、かつ、
研究動向をとらえたアジャイルで柔軟なマネジ
メント体制で運用することが必要不可欠

革新的・アドベンチャー的な
研究の促進へ

既存の研究パラダイムから
独創的・画期的研究創成へ

国際研究協力・国際的
リーダーシップへ

研究現場のニーズをとらえた「設備マスター
プラン」の拡充

（新）「中規模研究設備の戦略的中長期整備・
開発」（国）の推進

組織の枠を越えた設備整備の必要性
研究のトレンドを捉える柔軟性
新たなトレンドを生み出す戦略性

国際的な研究競争力の強化
研究者・技術者の人材育成に貢献
産業界との開発連携

海外事例： 韓国では、国家戦略に基づき、18の政府機関、430の大学や研究機関を網羅した、ZEUSと呼ばれる科学技術研
究者のための中小研究設備を中心とした全国の共同利用・設備共用する研究設備基盤プラットフォームを整備している。これ
により、全国すべての研究者に研究インフラを利用する機会を平等に提供することを目指している。

企業・ベン
チャー・スタート

アップ



設備マスタープラン（大学等）
※ただし現状は設備のみ

中規模研究設備の戦略的中⾧期
整備・開発（国）

カタログ化された汎用的な
中規模研究設備

日本で唯一無二の最先端設
備（独自性・ユニーク性）

マルチセクターによる開発
が必要となる設備

課題： 管理・運用する人材・技術的なサ
ポートも必要、運用・維持経費、更新経費。
単独・または複数大学によるマネジメント体
制・拠点事業。

課題：国際競争力強化のために、５年後１０年
後を見据えた継続的な国家レベルでの戦略、
開発及び高い技術力を有した人材の確保及び資
金・資源の結集
マルチセクターによる開発連携

国
家
戦
略

新しい予算獲得のスキームの構築

下記については、設備マスタープラン
とは別の新しい予算獲得のスキームが
必要ではないか

＋

中規模研究設備に関して優先度を決めた予算の枠組みの構築
と解決すべき課題
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拡充

戦略的な整備が必要な設備

大学等のニーズに基づき必
要とされる設備

汎用化



国際的な研究動向をみすえ、最
先端性・新規性が高く、日本で
ごく少数の唯一無二な独自でユ
ニークな設備。国家戦略による
中⾧期の整備・開発、継続的持

続的な取組が必要。

新規性が高く大学の特徴やニーズに
よる世界屈指の設備。新規技術・設
備開発要素も大きく、将来の産業化

を見据える。

汎用化された中型機器。複数
大学の連携による設備共用。
拠点事業などの推進による全

国への展開。

汎用化された中型機器。学内
コアファシリティーを通じた

設備共用を施行。

新しい予算獲得の
スキームの構築

新規技術・設備開発要素

中規模研究設備における新たなスキームの整理

9
ニーズ（機関単独）

汎用性

戦略性（国）

最先端性・新規性



設備マスタープラン（拡充）
（大学単独）

プロジェクトに関連する設備整備

新規技術・設備開発要素

新しい予算獲得の
スキームの構築

汎用性 最先端性・新規性

中規模研究設備に関する予算要求スキームの提案と比較

汎用的な中規模研究基盤 中規模研究設備の戦略的中長
期整備・開発（新規）
（数億円～１００億円程度）

（国）
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ニーズ（機関単独）

戦略性（国）
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独自性・ユニーク性
のある設備

科研費など
大型プロ
ジェクト

「中規模研究設備の戦略的
中長期整備・開発（新規）」
数億円～１００億円程度

設備マスタープラン

予算規模

数百万円

カタログ化された汎用
的な機器整備

個人・グループ 大学・組織

組織連携
（大学等や、大学共同利用機関、
共共拠点を中心に連携）

国

マルチセクターによる独自で特殊な技術の確立

スタートアップ・ベンチャーにも期待

予算規模

数百億円

中規模研究設備に関する新たな予算要求スキームの意義

多様な研究シーズ 特殊な研究トピック

新規技術・設備開発要素



中規模研究設備の運用マネジメント体制：
単に設備があるだけでは有効に活用できない。大学や大学共同利用機関、また、共同利

用・共同研究拠点が連携し、研究者、URA、技術職員が一体となった、技術開発、運用、メ
ンテナンス、研究支援、技術支援を行うアジャイルで柔軟なマネジメント体制の構築が必須。

中規模研究設備の運用マネジメント体制と人材育成が必要

技術職員
研究者

U R A

技術開発・実験伴走支援・人材育成

来訪者
生活環境 研究環境 人材交流

（クロアポ）

ONE
チーム

研 究 者 技術職員（技術支援員を含む）
実験サポート

研 究 設 備

コンサル
実 験 解 析 成果発表 広 報

従来できている範囲

中規模研究設備の開発・維持管理に必要な継続的なサポート
（参考）大学共同利用機関のおける運用体制

大学の研究力に貢献・国力強化に寄与

組織として一体的な
サポートが必須

持続可能な
共同利用が可能

事務職員
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技術開発

最新の研究動向
の把握



【新規提案】中規模研究設備の戦略的中長期整備・開発（案）
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（定義及び経緯）

我が国の科学技術・イノベーションを推進するためには、世界最先端の研究動向をとらえ、世界をリードする新規技術・設備開発を
持続的に実施することも必要である。最先端研究を担う中規模研究設備と研究力はある意味正比例の関係にあるといえる。
将来を見据えた最先端研究の推進のための新規技術・設備開発を伴う独自でユニークな中規模研究設備を、戦略的に、かつ、研
究動向を反映するアジャイルで柔軟なマネジメント体制のもと、整備することは必要不可欠である。
また、中規模研究設備は、設備整備に伴う高度な技術力が必要なうえ、技術開発、運用支援、解析、成果発表、アウトリーチ、産学
連携に至るまでのきめ細やかな一体的なマネジメント体制を持続的に整備することが必須である。そのためにも、アカデミアだけでな
く、様々なセクターとの連携、特に、将来の研究開発力を担う企業・ベンチャー・スタートアップなどとの開発連携も重要である。
このため、国の戦略的な計画のもと設備整備とそのマネジメント体制の整備を含めた「中規模研究設備の戦略的中長期整備・開発」
のもと、国の支援を伴いつつ、整備を進めることが求められている。

（実施方法・対象計画）

実施期間 ５－１０年
予算総額 数億～１００億円を上限

（評価の観点）

社会との連携・人材育成・普及展開の観点最先端研究推進の観点

企業・ベンチャー・スタートアップなどとの開発連携設備整備の目的

全国展開の仕組み（共同利用・共同研究体制などを活用）整備計画の学術的意義

若手研究者・技術人材等の人材育成と技術継承新規技術・設備開発の必要性

最先端性（世界的な研究動向を踏まえて）

独自性・ユニーク性

戦略性・将来性

アジャイルで柔軟なマネジメント体制



中規模研究設備の戦略的中長期整備・開発のスキーム（案）

中規模研究設備の戦略的中長期整備・開発（案）

大学や大学共同利用機関、研究機
関等が中心となり、マルチセクター
の複数機関が協働して提案

将来を見据えた中規模研究設備
をリストアップ

文部科学省に設置した作業部会

必要な要件（「評価の観点」）
１．新規技術・設備開発要素があること
２．研究動向をとらえるアジャイルで柔軟なマネジメント体
制で運用すること

３．全国展開の仕組みをもつこと（共同利用・共同研究等
を活用）
４．企業・ベンチャー・スタートアップなどとの開発連携をす
すめること、
５．若手研究者・技術人材等の人材育成と技術継承
など。

国（文部科学省）が主体となり、中規模研究設備を整備・開発する「枠組み」を策定
（中規模研究設備の戦略的中長期整備・開発）

優先順位の高い設備から整備開始
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• ワーキンググループでの調査結果

• 日本で唯一（世界でも少数）といった中規模研究設備であり、最先端かつ新規の技術・
開発要素が伴うもの。

• ９大学等からの５１中規模設備（平均１９．９億円）の提案
• ６３％が、１０億円超

15

中規模研究設備の戦略的中⾧期整備・開発に相当する設備に関する調査結果
（RUC-WG）

１０億円超

現在は、「設備マスター
プラン」等から概算要求

するしかない

戦略的で中長期な整備・
開発の中で、中規模研
究設備が整備できること

が望ましい



• 最先端の研究動向を敏感にとらえ、中規模研究設備をマル
チセクターで開発し、全国の研究者に広く提供するためには、
研究現場のニーズをとらえた中規模研究設備をすすめると
ともに、組織の枠をこえた連携のもと、将来を見据え、中規
模研究設備（数億～１００億円程度）を戦略的に整備・開発し、
かつ、研究動向をとらえたアジャイルで柔軟なマネジメント体
制で運用することが必要不可欠

• そのためにも、「ニーズと戦略性」を両輪とした中規模研究
設備整備・開発が必要

• 従来の「設備マスタープラン」の拡充とともに、「中規模研究
設備の戦略的中長期整備・開発」（国）の推進（新しい予算ス
キーム）が必要
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まとめ



中規模研究設備に関する論点の整理
（補足説明資料）

研究大学コンソーシアム
自然科学研究機構

参考資料
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本資料は、以下の資料からの抜粋また一部改編いたし
ました。

• 「中規模研究設備の整備等に関する論点整理」科学
技術・学術審議会学術分科会研究環境基盤部会（令
和５年６月２７日）

• 「中規模研究設備の重点配置の必要性 ー最先端
研究の国際的な研究環境の動向、大学共同利用機
関の活用ー」自然科学研究機構機構長川合眞紀。
科学技術・学術審議会学術分科会研究環境基盤部
会（令和５年５月３１日）
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19

「設備共用ガイドラ
イン」より

中規模中核研究設備

トップダウン（戦略的重点整備）ボトムアップ

基盤的汎用機器等

研究設備の規模・分類

大学共同利用

機関法人の役割

最 新 技 術

NMR・
革 新 的 技 術

クライオEM・
中 核 設 備

UVSOR・

中規模研究設備とは何か？
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大学機能を特化することによって
○ 効率よく運営費交付金を活用

× 研究教育人材の流動性が低下

× 大学間での研究設備格差

× 教育を受ける機会の不均等化

共同利用機関では

○ 全国大学の教職員が先端研究を実施できるよう、施設の
共同利用を推進

○ 研究分野ごとに、大学共同利用機関ならびに大学附置研
究所の協力によって、全国を横断する支援体制を確立

中規模研究設備へのニーズの高まり
大学共同利用機関 分子科学研究所での実施例

・ 特殊な最先端研究施設・設備（UVSOR等）： 全国的に大学によらず一定の利用実績（左）
・ 汎用性の高い「機器・設備」 ： 重点支援１（地方貢献型）の大学で近年利用増加傾向（右図）

両者を備え、研究者の利用ニーズに応えるため、更新・維持が使命

縦割り・国内競争
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横串・国内協働

多くの学生・大学院生を抱える地方中堅大学の研究力強化により、

全国的な研究力の底上げが期待される
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DNA
シークエンサー

の変遷

従来の最先端シークエンサー
のイメージ写真 ( < 2,000 万円 )

1kbpのシークエンス

最先端の研究を行うための設備が（これまでと比較し）大型化・高度化・高額化している。
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最近の最先端シークエンサーの
イメージ写真 ( > 2億円 )

1分子のHiFiシークエンスで 10-20kb 読める。

その結果、セントロメアやテロメアといった従
来では読めなかった「ゲノム部分」も読めるよ

うになった！

基礎生物学研究所では専属の技術職員が⾧い
DNAサンプルの調整に習熟している。

中規模研究設備の課題：大型化・高度化・高額化

DNA配列のデータ解析最先端シークエンサー
によるシーケンス解析

DNA抽出など
解析前準備

共同で実施
（アカデミア利用の場合

は無料）

５０万円程度
（※アカデミア利用の場合は

消耗品程度で実施）

専門スタッフと共同で実施
（※消耗品程度）

大学共同利用機関に
おける

共同利用・共同研究

１００万円以上５０万円程度未対応が多い（方法が確立
がされていない場合）

民間分析会社

最先端シークエンサーを利用する場合の必要コスト

専門の技術スタッフの
支援が必要となっている
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